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 ただいまの報告に対し、ご質疑ございません

か。 

  （「なし」と呼ぶ者あり） 

○町田義昭議長 質疑もないので、質疑を終結い

たします。 

 まず、日程第１、議案第28号 平成21年度長

井市一般会計補正予算第９号の１件について、

討論の通告がありませんので、討論を終結し、

採決いたします。 

 議案第28号について、予算特別委員長の報告

は、原案可決であります。 

 予算特別委員長報告のとおり決するに賛成の

議員の起立を求めます。 

  （起立全員） 

○町田義昭議長 起立全員であります。 

 よって、議案第28号は、予算特別委員長報告

のとおり決定いたしました。 

 次に、日程第２、議案第29号 平成21年度長

井市国民健康保険特別会計補正予算第３号から

日程第９、議案第36号 平成21年度長井市後期

高齢者医療特別会計補正予算第２号までの８件

について、討論の通告がありませんので、討論

を終結し、一括して採決いたします。 

 議案第29号から議案第36号までの８件につい

て、予算特別委員長の報告は、いずれも原案可

決であります。 

 予算特別委員長報告のとおり決するに賛成の

議員の起立を求めます。 

  （起立全員） 

○町田義昭議長 起立全員であります。 

 よって、議案第29号、議案第30号、議案第31

号、議案第32号、議案第33号、議案第34号、議

案第35号、議案第36号の８件は、予算特別委員

長報告のとおり決定いたしました。 

 次に、日程第10、議案第37号 平成21年度長

井市水道事業会計補正予算第３号の１件につい

て、討論の通告がありませんので、討論を終結

し、採決いたします。 

 議案第37号について、予算特別委員長の報告

は、原案可決であります。 

 予算特別委員長報告のとおり決するに賛成の

議員の起立を求めます。 

  （起立全員） 

○町田義昭議長 起立全員であります。 

 よって、議案第37号は、予算特別委員長報告

のとおり決定いたしました。 

 

 

 日程第１１ 市政一般に関する質問 

 

 

○町田義昭議長 次に、日程第11、市政一般に関

する質問を行います。 

 ここで申し上げますが、３月定例会は市議会

の申し合わせにより、会派代表、政党代表、個

人の順に質問を行うこととされております。 

 なお、会派代表質問に限り、関連質問を認め

ます。質問の時間は、答弁を含めて60分以内と

なっておりますので、ご協力をお願いいたしま

す。 

 初めに、会派代表質問を行います。 

 それでは、順次ご指名いたします。 

 

 

 我妻 昇議員の質問 

 

 

○町田義昭議長 順位１番、議席番号３番、我妻 

昇議員。 

  （３番我妻 昇議員登壇） 

○３番 我妻 昇議員 おはようございます。よ

ろしくお願いいたします。 

 会派フォーラム21を代表して、一般質問をさ

せていただきます。 

 初めに、今定例会で示された長井市の平成22

年度予算を拝見いたしますと、長引く景気低迷
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の影響から、個人、法人両市民税や固定資産税

など合わせた市税総額では、前年度と比べ２億

855万円もの大幅な減収を見込んでいます。 

 今年度、21年度の市税においても、当初予算

で１億5,678万円もの減収、このたびの３月補

正では、さらに7,270万円の減収となっており

ます。２年前、平成20年度の当初予算と今回の

22年度の予算を比べますと、実に３億6,500万

円もの減収となっていることになります。 

 しかしながら、国の地方財政対策などにより

まして、長井市に入るお金が地方交付税で前年

度比１億9,400万円の増、臨時財政対策債で

1,940万円の増、合わせて２億1,340万円の大幅

な増となっております。先ほど述べた22年度予

算、市税総額の前年度対比２億855万円の減収

分をカバーしてしまいます。 

 これに加え、緊急雇用対策などで、県の支出

金が１億1,115万円の増、さらには、早くも21

年度の２次補正で1,839万円が追加されますの

で、市税収入の大幅な減少が国の施策によって

吹っ飛んでしまう形になっております。 

 このような状況を総合的に見て、市長は財政

がよくなったとお考えになったのでしょうか。 

 さきに示された施政方針を拝聴し、私が感じ

たことは、実に緊張感に欠けた理想論になって

はいないかということであります。22年度が最

終年度であるはずの自立計画、集中改革プラン

はどこへ行ってしまったのでありましょうか。

「財政危機脱出」「スリムで持続可能な行政

体」は過去の話になってしまったのでしょうか。 

 長井市は、財政再建、財政の健全化をもはや

なし遂げてしまったのでしょうか。市税の大幅

な落ち込みをなぜ直視しないのか。車座集会な

どで市民や職員とじかに触れ合って、財政危機

脱出に協力をお願いしてきたことをもはや忘れ

てしまったのでありましょうか。地区長手当の

削減、敬老事業の削減、市報発行回数の削減、

人件費の削減に協力していただいたことへの感

謝の言葉もないのでしょうか。さまざまな疑問

が生まれてくるのであります。「日本一幸せに

なるまち」「３万人都市復活」「米百俵の精

神」、いずれもきれいな理想論に聞こえるのは

私だけでありましょうか。 

 これまでやってきたこと、これから予想され

る問題への検証をすることなく理想を求めるな

らば、幸福などやってこないと思うのでありま

す。このような思いから、以下、通告してあり

ますとおり、順次質問してまいりますので、ご

答弁をお願いいたします。 

 まず、平成21年度と22年度の市税の大幅な落

ち込みは、今述べたとおりでございます。それ

に加えて、今年度、21年度の市税還付金の大幅

な増額も見落とせない状況となっております。

当初予算で800万円を計上していたものが７月

補正で2,500万円の増額、９月補正で860万円の

増額、12月補正では360万円の増額で、合計

4,520万円の市税還付金となってしまいました。

市税の落ち込みとこれらの状況をかんがみれば、

財政がよくなったとは到底言えないはずと私は

思うのであります。 

 内谷市長はこれらをどのようにとらえ、今後

どのような対策をとっていかれるのでありまし

ょうか。現状では、検証も対策も不十分に思え

るのですが、いかがでありましょうか、お答え

をお願いいたします。 

 次に、100年に一度の大不況の真っただ中、

景気回復、雇用創出などを図るため、国や県か

らお金がどんどんやってきているようです。政

権交代後の事業仕分けなどで、地方自治体の財

政運営を危ぶむ声がよく聞かれましたが、ふた

をあけてみれば、自民党政権を上回る地方交付

税などの大盤振る舞いであります。21年度の大

型補正予算の繰り越しも重なって、22年度の地

方自治体はいわば「不況バブル」といった様相

を呈しています。長井市においても、これまで

二の足を踏んできたような大規模な事業やどう
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しても手の届かなかった小規模な事業に積極的

に取り組む予算を組んでおります。 

 しかし、このような不況バブルは、顔にべっ

たりと厚化粧をしているようなものではないで

しょうか。本来の自分の姿を見失ってしまう危

険性を伴っていると危惧するのであります。 

 そこで、財政課長に質問でありますが、この

ようないわばバブルのような状態をどう見てい

らっしゃるのか。このバブルはいつまで続くと

踏んでおられるのか。また、将来、必ずツケが

回ってくると思いますが、どこに回ってくると

お考えか、お聞かせいただきたいと思います。 

 次の質問に移ります。少子高齢化に歯どめを

かけよう、活気を取り戻そう、３万人都市復活

に取り組む姿勢は評価できると思います。しか

し、同時に、懸念を抱いてもおります。「３万

人都市復活」という名のもとに、過大な投資を

しようとしているのではないかということであ

ります。 

 特に、生涯学習プラザ運動公園の整備が私に

とっては一番の不安材料となっているのであり

ます。総額８億5,000万円を超えるこの大規模

な事業は、建設の際は、公共事業として雇用や

地域経済に一定の恩恵を与えるものの、後世に

ツケを回す箱物行政の典型例ではないでしょう

か。 

 市長が言う「国の有利な補助メニュー」に目

がくらみ、目の前の利益を優先させた結果、身

の丈以上の豪華施設を建設してしまった自治体

が全国に数多く存在するのではないでしょうか。

そのなれの果てが夕張市のような姿だと思いま

す。夕張ショック以降、多くの自治体が反省し

ているはずです。過去には、長井市においても

４万人、５万人都市を目指し、身の丈以上の投

資をしてしまった時代がありました。その反省

に立つことができたとすれば、おのずと結論は

見えてくると私は思いますが、いかがでしょう

か。 

 この運動公園を建設することによって、今あ

る市営グラウンド周辺とあわせて、二重の維持

経費がかかるものと心配しています。物の豊か

さでは幸福をもたらさないはずです。必要なも

のと欲しいものは違うはずです。私は生涯学習

プラザ東側に防災機能を有する運動公園を建設

するよりも、宮プール解体後の市営グラウンド

周辺の全体構想を今後検討していく方が、防災

機能の面から考えても効率かつ有利であると考

えますが、市長のお考えはいかがでしょうか、

お聞かせをお願いします。 

 次に、平成20年の３月議会で大きな議論とな

りました地区長手当、隣組長手当の削減であり

ますが、地区長の皆さん始め市民の皆さんが長

井市を思う寛大なお気持ちの上に成り立ったも

のだと思っております。長井市のため、財政の

ためならしようがないと大変な思いをしながら

も承諾してくれた削減だったはずです。しかし、

このたびの施政方針には、長井市を思う皆さん

への一言の感謝も述べられておりません。とて

も悲しく思います。このような配慮がないまま、

「さあ、22年度から手当を復活しますよ」と言

われても、受けられる皆さんはどう思うのであ

りましょうか。私はこのことに関して、反省や

優しさのない冷たい予算だとしか言えないので

あります。 

 市報発行回数の月２回への復活も同じ思いが

いたします。施政方針には、「市民の皆さんに

市内の情報をきめ細かく発信し、生活しやすい

環境づくりを進めるため、広報ながいを月１回

の発行から２回に拡充しました」とあります。

１回に減らされ、少ない情報の中で不安を抱か

せたことや混乱を招いたことへの反省が全く述

べられておりません。 

 市長は、「心の通った市役所」「血の通った

市役所」「愛と信頼の意識改革」などと過去に

述べられていらっしゃいます。しかし、市長の

自覚が一番足りないのではないでしょうか。市
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長のお考えをお聞かせください。 

 最後の質問は、米百俵の精神であります。市

内各学校におきまして、周年事業に取り組んで

いらっしゃることと思いますが、私が把握する

限りでは、現在、平成22年度は致芳小学校100

周年、23年度は南北中学校の30周年を迎えよう

としていると思います。ほかにあれば教えてい

ただきたいのですが、北中の事例を紹介いたし

ますと、先生方を始め学校後援会、ＰＴＡの

方々が今後２年間で市民の皆さんから協賛金を

集め、30周年を盛り上げようと努力しておられ

るようです。それらのお金を懸案事項である学

校の施設整備に充てるべく話し合いを進める予

定とお聞きいたしました。施設整備とは、例え

ば北中では、雨が降れば３日間使えなくなると

いうグラウンドの整備、また健康上の理由から、

保健室へエアコンを設置したいというようなも

のです。ほかにもさまざまあるようです。 

 これまでも周年事業に限らず、学校後援会や

ＰＴＡの協力でさまざまな整備をしてきたとお

聞きいたしました。当然、北中以外の学校でも

同じようなことがされてきたと予想されます。

しかし、何か違和感を覚えるのは私だけではな

いと思います。ぜいたく品のたぐいならまだし

も、このような基本的な整備までも後援会やＰ

ＴＡの方々がお金を集めなければならないので

しょうか。子供たちのために何かしてやりたい

というお気持ちは大切にし、もう少し違う方面

にそのお気持ちを向けられるような配慮が必要

ではないかと思うのであります。必要なものと

欲しいものは区別すべきところですが、施政方

針でいう米百俵の精神が本当におありになるの

であれば、先ほど申し上げた不況バブルのこの

チャンスに、もう一歩踏み込んだきめ細やかな

学校への配慮があってしかるべきではないでし

ょうか。市長の見解を求めます。 

 教育長には、過去の周年事業の事例や各学校

の懸案事項も踏まえ、米百俵の精神についてお

考えをお聞かせください。 

 以上、壇上からの質問とさせていただきます。

ご清聴ありがとうございました。（拍手） 

○町田義昭議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 おはようございます。 

 我妻 昇議員のご質問にお答えいたします。 

 このたびのご質問は、市議会の最大会派フォ

ーラム21を代表してということでございますが、

検証なき理想論の上に幸福は成り立たない、ご

もっともでございまして、説明不足から非常に

誤解を招くといいますか、そういったことがあ

るのかなというふうに反省しております。 

 それでは、まず最初に（１）21年度市税収入

や還付金の状況、22年度市税収入の大幅減の検

証と対策が不十分ではないかという質問でござ

います。 

 まず、検証と対策ということでございまして、

後で税務上の検証と対策については詳しくご説

明、答弁させていただきますが、まず市税収入

の大幅な減の検証というのは税務上のものがあ

るだろうと、あと、対策は税務上の対策もある

んですが、やはり市税収入をふやすようなそう

いった経済上の対策といいますか、そのように

思います。 

 まず最初に、今日の財政危機をあるいは財政

の窮乏を招いた第１の原因というのは、ご案内

のとおり、過去の公共事業等過大な投資のツケ

が公債費の増大につながりまして、毎年の返済

に窮した状況であったということだというふう

に思ってます。加えて、義務的経費が固定化い

たしまして、財政が硬直化したと。例えば平成

19年は経常収支比率98.6％ですから、いかに硬

直化が進んだということが言えるかと思います。

そんなことから、平成20年度、これは特定目的

基金、あらゆるほぼすべてのそういった基金の

３億5,000万円を禁じ手と言われます繰り替え

運用によりまして、やっと予算を編成したとい

うことでございまして、これがいわゆる平成20
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年度の財政の正念場と、そして平成19年はなぜ

財政危機脱出かといいますと、私が就任した平

成18年の12月、いわゆる財源不足が２億5,000

万円足りないと、このままでは夕張までは行き

ませんが、夕張の次になる赤字決算を招いてし

まうということで、何とかこれはさまざまなつ

きにも恵まれまして、雪が少なかったとか等々

あります。そんなことで何とかこれ危機を脱出

したわけでございますが、最近、議員もおっし

ゃる不況バブル、これは不況バブルというより

も、その当時は三位一体改革が進められており

まして、長井市のピーク時が平成10年度、地方

交付税約51億円近い金額でございます。ことし

は40億円でございますので、そういう意味では

三位一体改革をどう見るかですけども、決して

過去に比べれば過大なものではないだろうとい

うふうに思ってます。ただし、それと私ども平

成22年度で予算組んでる内容は、全くそういっ

たことを加味しないでも、財政は明らかによく

なったというふうに思ってるところでございま

す。 

 それでは、検証の方に入りたいと思いますが、

平成21年度の市税収入の状況につきまして、施

政方針で述べましたように、平成20年度後半か

らの経済情勢下降による景気低迷等の影響によ

り、企業収益が大幅に減少したことから、特に

法人市民税の落ち込みが激しく、当初予算比

4,000万円減の２億1,000万円と見込んでいるの

を始めとして、個人市民税で2,400万円減、固

定資産税、都市計画税及び市たばこ税合わせて

800万円の減、市税全体で当初予算32億2,100万

円から7,200万円減の31億4,900万円を見込んで

いるところでございます。 

 また、市税等還付金の状況でございますが、

21年度当初予算800万円に対し、７月で2,500万

円、９月で860万円、12月で360万円の合わせて

3,720万円を補正いたしまして、予算現額4,520

万円となり、このうち２月末現在で約4,300万

円が支出済みでございます。その4,300万円の

うち3,600万円が法人市民税の還付金であり、

還付金全体の実に83.7％を占めております。こ

のことからも、リーマンショック以降の景気後

退に伴う企業収益の悪化がいかに急速で甚大な

ものであったかが容易に推測できると感じてお

ります。 

 次に、平成22年度の市税収入の大幅減の検証

と対策でございますが、予算案には、市税全体

で平成21年度当初予算の対比２億855万2,000円、

6.47％減の30億1,260万2,000円を計上しており

ます。このうち減額幅が顕著なのは、個人市民

税と法人市民税でございまして、個人市民税は

21年度当初予算対比１億3,141万6,000円、

11.48％減の10億1,361万5,000円、法人市民税

は、21年度当初予算対比で4,705万5,000円、

18.82％減の２億299万5,000円を計上しており

ます。 

 個人市民税につきましては、ハローワーク長

井管内の有効求人倍率が0.29、これは昨年の９

月でございますが、と山形県のハローワーク管

内で最低の状況でございます。現在も１月末で

0.34、最下位でございますが、民間の就職につ

いては非常に厳しい状況が続いていることと、

平成21年の県内の事業所規模５人以上の名目賃

金指数の対前年増減率等を考慮に入れまして、

民間分の給与所得については8.1％の減、公務

員分の給与所得については0.5％減として推計

したものでございます。さらに営業等所得につ

きましては13.2％減として推計を行いました。 

 また、法人市民税については、平成21年度決

算見込み額を２億1,000万円と見込んでおりま

すが、昨今の内閣府の月例経済報告を見ますと、

企業収益については大幅な減少が続いているが、

そのテンポは緩やかになっており、企業の業況

判断については依然として厳しい状況にあるも

のの、全体として持ち直しの動きが続いている

となってることから踏まえまして、平成21年度
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決算見込み額対比で700万円減と推計したもの

です。 

 今後、新年度になりましてから、４月には軽

自動車税、５月には固定資産税、６月には個人

市民税の調定額が出そろうわけでございますし、

法人市民税、市たばこ税等も毎月調定額が出る

わけでございますので、それらの動向を注視し

ながら、各税目の歳入に大幅な増減が見込まれ

る場合には、随時議員の皆様にご報告申し上げ

ますとともに、場合によりましては補正予算に

計上し、議会のご判断を仰ぎたいと考えており

ます。現状では、検証も対策も不十分に思える

とのご指摘でございますが、以上述べましたよ

うに、できる限りの情報収集を行いながら、税

収をかたく推計しておりますし、公正かつ適正

な課税及び収納率の向上という至上命題が我々

にはございますので、その実現に向け努力して

いくこそが一番の対策であるというふうに思い

ます。 

 次に、３万人復活の名のもとに過大な投資を

しようとしてるんではないかと、この事業が有

利ということで進めてきた結果、借金が膨らん

できたという反省がある。プラザ東運動公園整

備も同じではないかというご質問でございます。 

 ３万人復活ということは、人口を単に戻すと

いうよりも、地域の再生だっていうふうに私は

思っております。地域全体が、検証なき幸福論

と言われますが、物質的な豊かさだけじゃなく

て、いわゆる生きがいとか、あるいは健康でい

ること、あるいは働くこと、そういったことの

幸福を感じるためには、私はいろんな趣味を生

かせるような、スポーツ、文化、芸術の振興は

欠かないというふうに思っております。 

 地域再生の要素といたしましては、そのほか

に地域のコミュニティですね、それとあとは長

井の心のように、私どもの長井の歴史とか風習、

文化、伝統、そういったものもこの我々のかけ

がえのない自然と一緒に大切なものだというふ

うに思ってますが、そういった意味では、スポ

ーツ振興をどういうふうに図るかということは、

地域再生の上で大きな要素だというふうに思っ

ております。 

 ご質問のプラザ運動公園整備についてでござ

いますが、これはそもそも私が私の判断でやろ

うとしたものではございません。これはご案内

のとおりでございます。そもそも約20年以上前

に計画されたものが、その当時の事情によって

先送りになったと。しかも中間、平成13年、14

年ごろですね、土地を土地開発公社から買い戻

して、そしてそれを平成17年に買い戻したんで

す。10年間の縛りで平成26年まで３億円で土地

を買い戻さなければならない、なおかつ今未整

備の敷地を整地しなければならないいうことで、

そもそも４億円の投資が必要だったわけです。

これは投資というよりも義務です。ですから、

私の責任じゃなくて、失礼な言い方ですが、い

ろんな事情があってツケが回ってきて、今こう

いった事態に陥ってると。 

 そういった中で、果たして４億円もの巨大な

お金を投資して、単なる整地で終わっていいの

かという、私は思いがございました。そんなこ

とから、さまざまな方のご指導、ご意見、ご協

力をいただきまして、確かにほかの市町村でも

過大な投資してる事例はたくさんありますが、

プラス7,000万円、いわゆる市の持ち出しは４

億7,000万円で立派なスポーツ運動公園を整備

することができる、なおかつ防災機能も備えた

ものができるということで、私は正直なところ、

これができたら満点とは言わなくても、80点、

90点の評価をいただけるんじゃないかと。 

 後ほど、プラザの館長の方から報告もあるか

と思いますが、運営についても、県内あるいは

同じような施設のいわゆるランニングコストで

すね、運営費を見てみましたが、決して、前回

12月議会で答弁した内容は過小ではないという

ふうに思っておりますので、よろしくお願いし
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たいと思います。 

 なお、もう一度経過についてお話しいたしま

すと、平成17年度に運動公園用地として公共用

地先行取得事業起債を活用いたしまして、長井

市土地開発公社から用地の買い取りを行ったも

のでございます。公共用地先行取得事業では、

10年以内に整備することが条件となっておりま

すので、平成26年度まで整備し、用地費約３億

円についても返済しなければなりませんが、都

市公園補助事業を活用しますと、用地費につい

ても補助対象になる。新たな持ち出しは7,000

万円で、陸上競技場や多目的広場等の整備が可

能となります。長井市にとっては今までにない

大変有利な事業であり、このチャンスを生かさ

なければならないというふうに思っております。 

 次に、市民グラウンドを将来の運動公園とし

て整備する方法を考えていったらどうだと、こ

れ幸町のグラウンドだと思いますが、市民グラ

ウンドの方が防災公園として効率的かつ有利で

はないかというご質問でございますが、市民グ

ラウンド、これはあやめ公園の運動公園でござ

いますが、将来的に野球場とテニスコートを中

心とした運動公園といたしましてリニューアル

し、プラザ運動公園とともに市民のスポーツ、

レクリエーション機能を分担と連携という考え

方から必要ではないかなというふうに思ってお

ります。 

 市民グラウンドを防災公園として整備するに

は、新たに備蓄倉庫とかヘリポートとか、そう

いった施設をつくることが必要となります。そ

ういった場合、残念ながら現在の市民公園の方

は、市民グラウンドの方については、これ単独

事業でやらざるを得ないと、事業は見つからな

いということでございますので、プラザ運動公

園における防災機能については、施設整備と一

体的にできるということから、私はプラザ公園

をこういった防災公園を有した公園にするにふ

さわしいというふうに思っております。 

 なお、プラザ運動公園については、地域防災

計画における一時避難所になっておりますので、

６ヘクタールの広大な敷地のうち、約半分ぐら

いが多目的広場といたしまして、うち例えば有

事の際の仮設住宅の敷地にもなってるというこ

とでございますので、プラザ運動公園が最適地

だというふうに思います。 

 次に、私の方の質問の（４）のところでしょ

うか、地区長手当の復活や市報発行月２回の復

活は反省や優しさがない、冷たい予算だという

ことでございますが、特に、市長の感謝の自覚

が足りないということのご指摘でございます。 

 地区長手当でございますが、これは長井市地

区長設置条例に基づく地区長手当及び隣組長手

当について、市財政の健全化を図る取り組みの

一環といたしまして、地区長連合会を始め各地

区の地区長会等々におきまして、関係者の皆様

のご理解とご協力を得て、平成20年度から手当

を削減し、現在に至っております。地区長さん

の職務は、市行政事務の周知徹底や各種調査に

関する事項はもとより、まちづくりへの地区住

民の意思の反映に関することと多岐にわたって

おりまして、今後も市行政との連携を深め、協

働のまちづくりを推進していく上で重要な役割

を担っていただいているというふうに思ってお

ります。 

 また、現在の財政状況については、当初予算

編成におきまして億単位の基金繰りかえを選択

せざるを得ないほど追い詰められた当時の最悪

の状態からは脱しているというふうに判断され

ます。つきましては、このたび平成22年度から

地区長手当及び隣組長手当について、削減前の

平成19年度の支給基準とすべく条例の改正をお

願いするものでございます。 

 手当復活の最終的な判断に至るまでは、各地

区長会におきまして、これまでのご協力に感謝

を申し上げながら、また上部組織であります地

区長連合会役員の皆様との意見交換などでも感
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謝を申し上げるとともに、真摯にこれからのあ

り方についてお伺いをいたしまして進めてきた

ところでございます。その一つの基準といたし

まして、県内の13市、特に新８市の地区長手当

の比較をさせていただきました。そうしたとこ

ろ、長井市の地区長手当は明らかに２割から３

割ほかの８市と比べて低いという実態でござい

ましたので、やはりこれは地区長の皆さんには

お伺いを立てて、戻させていただきたいという

判断をしたところでございます。 

 なお、手当が削減された２年間に地区長や隣

組長をお引き受けいただいた方には、まことに

申しわけないというふうに思っておりますが、

ぜひご理解をいただきまして、今後とも地域の

発展のためご尽力いただきますようにお願いし

たいというふうに思います。 

 市報の発行回数についてでございますが、行

政にかかわる情報はいち早く透明性を確保しな

がら、市民の皆様に提供しなければならないと

いうことが基本であると私は考えております。

やっぱり現在までの月１回の市報については、

どうしても字も小さくなりますし、１回の市報

の量がふえたということで読みにくいというご

批判もいただいておりました。我妻議員からも

ぜひ２回に戻すべきだというご提言もいただい

たことがありますし、今回そういったことから、

この２年間の非常に情報不足を反省する意味か

らも２回に戻させていただきたいということで

ございますので、ご理解を賜りたいというふう

に思います。 

 最後の質問であります。平成22年度の施政方

針から、米百俵の精神ならば、学校の施設整備

等にもっと配慮すべきじゃないかということで

ございますが、各学校に対しまして、卒業生の

皆さんがお贈りくださる記念品、また周年事業

の中でご寄附いただくことは、保護者の皆さん

や地域の皆さんがよりよい環境の中で地域の子

供たちが育ってほしいという願いが込められて

いるというふうに考えておりますので、ありが

たくお受けいたしまして、その期待にこたえら

れるような学校教育の充実を期さなければなら

ないと思っております。 

 ただ、本来的に行政で手だてすべきものにつ

いては行政でしなければならないということは

当然でございますので、保護者の皆さんや地域

の方々のご厚意に甘えることなく、学校設置者

としてしっかりと責務を果たしてまいりたいと

考えておりますが、一方にだけ予算を市の財政

の中で偏重するというわけにもまいりませんの

で、状況を判断しながら対応していきたいと考

えております。すなわち、21年度まで加えます

と過去10年ぐらいの財政危機、健全化の中で、

やっぱりそういった施設に対する整備は極端に

限られてきたということがございますので、そ

ういう意味では非常に申しわけなく思っており

ます。 

 なお、このたびは長井小学校の第３校舎の耐

震補強工事を施行いたしますが、未耐震校舎に

ついても予算的配慮をしながら順次耐震化を進

めてまいります。なお、平成20年度からこのた

びの３月補正までの臨時交付金の中で、学校関

係予算として対応いたしましたのは、全体の事

業費が２億5,413万3,000円となっております。 

 時間の関係上、ちょっと詳細は省かせていた

だきますが、例えば臨時交付金が過去５回いた

だいております、平成20年度からですね。総額

で５億8,261万4,000円でございますが、うち教

育関係に投資した金額が２億5,413万3,000円、

43.6％でございますので、ほとんど今まででき

なかった学校に実は投資してるんだということ

をご理解いただきたいなと。 

（「耐震化も含めてですか」の声あり） 

○内谷重治市長 いや、耐震化は除いてでござい

ます。耐震化の実施設計は含まれておりません

が、耐震度調査は入っております。そのほか、

21年度の補正で長井小学校の耐震補強事業３億
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7,809万1,000円もそのほかにあるわけでござい

ますので、よろしくご理解を賜りたいというふ

うに思います。以上でございます。 

○町田義昭議長 大滝昌利教育長。 

 なお、ここで申し上げます。質問が多岐にわ

たっておりますので、適切な答弁に努力をいた

だきたいと思います。よろしくお願いします。 

○大滝昌利教育長 おはようございます。 

 我妻議員のご質問４点にお答えをします。 

 まず、各学校の周年事業ですけども、平成22

年度は致芳小学校が100周年、西根小学校が90

周年で、いずれも周年事業を予定してるという

ことです。伊佐沢が105周年になりますけども、

これは考えていないということでした。平成23

年度は豊田小学校が120周年、南北中が30周年

で、周年事業を考えてると。ただ、豊田小学校

は話が持ち上がっているという程度で、確定し

ているわけではないというようなことです。長

井小学校が周年にすると24年度が130周年にな

るんですけども、回で記念事業をやってるとい

うことで、23年度が130回になりますが、これ

も記念事業の話は今のところ出ていないという

ことです。平成24年度が平野小学校が120周年

になって、記念事業を予定してるというような

ことです。 

 ２番目、過去の周年事業の事例ということで、

南北中学校の周年事業についての概要をお話し

させていただきたいと思いますけども、長井北

中では10周年に870万円の事業をやっています。

事業内容は、サーキットトレーニングコースが

500万円、また図書室の机、書架等整備費で106

万円などが主な事業内容です。15周年には480

万円の事業で、照明灯の設置２基で409万円が

主な事業になっています。20周年では356万円

で、記念碑と記念誌発行に大部分の金をかけて

おられるようです。 

 長井南中学校の方は、10周年で900万円の事

業をやっておられる。思策の庭に330万円、記

念誌に137万円が主な事業、あとは教育機器で

プロジェクターで150万円ぐらいの事業です。

15周年では376万円の事業で、暗幕、ステージ

バック幕、看板などで245万円が主な事業にな

っています。あと20周年では120万円の事業で、

パソコン購入に65万円ぐらいを充てています。 

 20周年のときは、私おったわけですけども、

寄附を集めないで記念事業をやりましょうとい

うことで、そういう事業を持たせていただきま

したが、北中の方でも５年ごとに記念事業をや

っておったんですが、５年ごとではやっぱり大

変だということで、10年ごとに開催するように

なっていますが、できたら寄附を集めないで開

催しましょうというような、ある程度の申し合

わせもあったということも聞いていますが、周

年事業は実行委員の皆さんとかまたは地域の

方々のまさに米百俵の精神だと思うんですけど

も、こういう厳しい時代ですので、やっぱり事

業内容については教育委員会の方とも話し合い

をしながら、教育委員会でやらなければならな

いものはやっぱりやらなければならないわけで

すので、これからは話し合いを持ちながらとい

うことで、校長の方には話をしているところで

す。 

 ３点目ですが、各学校の懸案事項についてで

すけども、校長会の方からは、学校教育全般に

かかわるソフト面からの要望が主で、施設整備

に関する要望はありませんが、各学校ＰＴＡか

らは、施設設備面の要望が来ています。その中

身については、各学校の実態に応じてばらばら

のようです。長井小、致芳小については、耐震

化大規模改修で対応できるところが多々ありま

すし、ほかの学校については、先ほども市長の

方からありましたけども、臨時交付金等で対応

したものもたくさんあります。各学校からいろ

んな要望が来るわけですけども、やっぱり一挙

にできるということはできませんので、施設の

整備計画を策定して、緊急性の高いものから順
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次整備を図っていきたいというふうに考えてい

ます。 

 ４点目、最後ですけども、米百俵の精神をど

うとらえているかということですが、米百俵と

いうのは、明治初期、長岡藩の大参事であった

小林虎三郎さんが戊辰戦争で焼け野原になった

長岡藩を再興するために、今目先のひもじさを

我慢して、次世代にツケを回さないために、支

援のために贈られた米百俵を人材育成のため学

校をつくり教育に使ったと、そういう話で、教

育は国家百年の大計という、そういう考え方は

大変すばらしいものだなというふうに思います。

ただ、小林虎三郎の時代は明治初期で、領民み

んなが貧しく、三度の飯にも苦労していた時代

で、この窮状を何とかしなければならないとい

う願いが領民に共通していたのだと思います。

米百俵の戯曲を書いた山本有三も「小林先生一

人の力ではなく、長岡藩の気候、風土、気風が

大きく影響している」というふうに書いていま

す。 

 現在は、求める生きがいも価値観も多種多様

で、非常に難しい時代で、学校教育にだけ金を

かけ、他のことに目をつぶれるかということは

大変疑問がありますが、子育て支援とか教育の

充実、生涯学習、生涯スポーツの充実は、今３

万人都市復活を目指す長井市にとっても大事な

要件であるというふうに思っています。 

 そういう意味でも、目先のことにとらわれず、

将来を見据えた米百俵の精神を大事にして、学

校教育だけでなくて、生涯教育、生涯スポーツ

も含めて教育全般に力を入れていく必要がある

んじゃないかというふうに考えているところで

す。以上でございます。 

○町田義昭議長 平 英一財政課長。 

○平 英一財政課長 （２）の不況バブルとも言

える地方交付税の大幅増収の影響と今後の見通

しはとのご質問にお答えいたします。 

 長井市の地方交付税交付額につきましては、

平成11年度当時、先ほど市長からもございまし

たが、51億1,800万円ほどの規模だったものが、

それから三位一体の改革などで年々減額されま

して、平成19年度には37億7,200万円と８年間

で約11億8,000万円ほど減額になった経過があ

ります。それで、当時の予算編成においては非

常に厳しい状況に陥ったということになってお

りました。 

 その後、20年度では9,400万円ほど増額され

まして、21年度は20年度と比較しまして２億

9,000万円ほどの増額が見込まれております。

22年度の交付税見込みにつきましては、旧政権

では地方財政収支８月仮試算ということで出し

たものでは、0.4％の伸びと見込まれておりま

したが、新政権になりまして国の財源配分を見

直すということなどによりまして、地方が自由

に使える財源をふやすために、地方交付税総額

を配分される出口ベースで１兆1,000億円増額

するというふうな方針が出されまして、6.8％

と大幅な伸びが地方財政対策で示されました。 

 長井市では、この地方財政対策での伸びを参

考としながらも、独自の推計によって21年度当

初計上額から１億9,400万円、5.0％増額の40億

5,800万円と手がたく見込んだところでござい

ます。当初予算で40億円以上計上いたしました

のは41億5,700万円を計上しました平成14年度

以来８年ぶりということになります。この大幅

な伸びの影響としましては、まず21年度当初予

算よりも２億800万円、6.5％減と大きく落ち込

む見込みの市税収入をカバーし、22年度の当初

予算を何とか編成することができたことかとい

うふうに思っております。 

 今後の見通しといたしましては、国ではやは

り財源の掘り起こしなどによって、地方が自由

に使える財源を確保していくとは言っているも

のの、長井市では23年度から交付税の算定基礎

となる国勢調査人口の減少が３万人を切ること

によって、交付税額の減少に大きく影響をして
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くるものというふうに考えます。 

 さらに、国の交付税特別会計で借り入れして

交付した額の返済分について、国と地方が半分

ずつ負担していく交付税精算分減額も23年度か

らは一応予定されておりますもんですから、長

井市にとっての交付税は減少する要因の方が非

常に大きくあります。23年度以降は40億円以上

の予算計上は厳しいかと思っております。 

 ツケが回ってくるということでございますが、

現状の国からの増額されました臨時交付金や交

付税の状況がいつまで続くかは推測できません

が、交付税等が減額され、財源不足となってツ

ケが回ってきた場合に備えて、さらに財政調整

基金を蓄えて、また自主財源の確保を図ってい

かなければならないというふうに考えておりま

す。以上です。 

○町田義昭議長 ３番、我妻 昇議員。 

○３番 我妻 昇議員 プラザ館長ってさっき言

いませんでしたか。質問を私からはしてません

けど、いいですね。 

 もう時間も、私の時間は10分ぐらいですかね。

10分もないか。もうほとんどないので、いろい

ろ答弁いただいたんですが、市長も検証も対策

もしてるよと。 

○町田義昭議長 あと９分だそうです。 

○３番 我妻 昇議員 ９分。かたく見てるんだ

ということであります。そういうことだと思い

ますが、まだまだ今、財政課長がおっしゃった

とおり、将来、23年度からは大分地方交付税な

んか落ち込むこともあるだろうし、ツケが回っ

てくるとすれば、基金に積み立てるということ

も考えているということなんで、そういうこと

を踏まえて、財政がよくなったよくなったとい

う言い方はちょっとまだ時期尚早じゃないかと

いう思いから、この１番、２番なんか特にです

ね、言ってるわけなんですよ。なので、今後も

楽観視っていうんでしょうか、何も不安をあお

ることはないと思います。私も不安をあおる必

要はないんですが、余りにも楽観視してるので

はないかなというような感覚を持っております。 

 それで、よくＰＤＣＡサイクルと言いますけ

れども、もうチェックという機能が、議会にそ

のチェックの機能があるわけですけども、もう

少しチェック機能を活用すべきだなというふう

に私なりに思います。それは戦略会議って、も

う終わりましたけど、経済再生戦略会議ってい

うような、あれだけ市民の方を巻き込んでいろ

んなアイデア出して、あれだけいろんな意見を

闘わせて結論を出したということであれば、何

年か後に、１年後でも２年後でも、ああいった

方々にもう一回集まっていただいて、チェック、

アクションを起こしてもらうというような、そ

ういったこともいいのではないかなと思います

ので、自分たちで検証を行う、対策を行う、も

ちろんですけれども、市民の方も巻き込んでと

いうお考えはあるでしょうか。市長、お願いし

ます。 

○町田義昭議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 お答えいたします。 

 我妻議員がご指摘のとおりでして、特に経済

再生戦略会議では、延べ150名ぐらいの方、農

業の方含めますといらっしゃいますが、その中

で委員の皆さんが一様におっしゃってたのは、

やっぱり長井にはもっともっと人がいるんだか

ら、なかなかまちづくりに参加できるチャンス

がない。また、もっともっと意識ある人を育て

なきゃいけない、人材の育成だねっていう話が

ございまして、22年度に上げております市民未

来塾をようやく予算もつけることができまして、

それにつなげたということでございますので、

委員の皆さんにはこれ公募もさせていただきま

すので、ぜひ市民未来塾、80名を予定しており

ますので、参加いただきたいというふうに思っ

ておりますし、経済再生戦略会議の議論である

程度アクションも起こそうということで、22年

のこの４月から始めますが、なかなかそう簡単
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にはいきませんし、時間もかかると思ってます

ので、それらを踏まえて、やはり途中で検証す

るということは、委員の皆様にお声がけをして、

また再度いろいろご提案いただくということは

必要だと思っております。 

○町田義昭議長 ３番、我妻 昇議員。 

○３番 我妻 昇議員 未来塾は、またプランを

つくるための塾であるというふうに私は理解し

ております。そういうふうに説明を受けてるわ

けですが、やはりＰＤＣＡのサイクルというの

は、チェック機関が一番重要なように思います。

今まで長井市の運営を見ますと、どうやらプラ

ン・ドゥー、プラン・ドゥーということが優先

されて、チェックの部分がちょっと手薄なのか

なと思っておりますので、ぜひ検証対策という、

こういう言い方を私はしましたけれども、財政

面から税収面からさまざまな面において、そう

いったチェックの部分も、議会とは別なところ

で、市民を巻き込んだところでやっていただき

たいなというふうに思っております。 

 あと、財政で不況になったり好景気になった

りということで波がもちろんあるわけですけど

も、不況になったらどんと平成18年、19年でし

ょうか、どんと、よくなったら、どんと上に行

くと。山あり谷ありが角度が急なわけですけれ

ども、やはり財政調整基金などの手だてがある

わけで、そのカーブをより平準化することが市

役所、市長の役割なのかなというふうに思って

おりますので、ぜひそういった面で工夫をこれ

からしていただきたい。財政調整基金も視野に

入れてということなんで、今後の基金のあり方

について、市長からも、財政課長からはちょっ

と答弁ありましたけど、市長からも一言お願い

いたします。 

○町田義昭議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 現在の地方交付税制度がこれか

らどうなるかでございますが、堅持された場合

は、そういった景気の状況に左右されず、きち

んとした国民生活が送れるようにということで、

国からそのときは厚く支援いただいてるわけで

すね。ですから、そういった意味では、今まさ

に議員がおっしゃるように、国から厚く支援を

いただいておりますが、私どもはそれに浮かれ

ることなく、堅実に財政規律をしっかりと守っ

て、なおかつ職員を減らし、ラスパイレスも92

まで抑えながら、ご協力いただきながらやって

きたと。そして、財政調整基金につきましては、

長井市の財政需要額が約70億円でございますの

で、その５％程度が望ましい。３億5,000万円

がまず一つの基準だろうというふうに思ってお

りまして、できれば22年度、遅くとも23年度ま

では３億5,000万円を達成する必要があるとい

うふうに考えております。 

○町田義昭議長 ３番、我妻 昇議員。 

○３番 我妻 昇議員 ３億5,000万円程度望ま

しいって言うんですが、類似団体81団体でした

か、の中では、10億円ぐらいが望ましいのでは

ないでしょうか。それを目指すべきだと思いま

す。 

 もう時間もないので、次の地区長手当と市報

のことなんですが、施政方針を見ますと、20年

のときはちゃんと地区長手当について触れられ

ております。協力をいただきたいというような

内容でありますし、市報についても１回に減ら

すときもあったと思うんですが、どうも今回の

施政方針にはそこが抜け落ちてると。市報につ

いては書いてはあるんですが、どうも私から言

わせると、上から目線のような気がするんです

ね。今まで１回で我慢していただいたんだと、

これでもとに戻すんだという、そういう気持ち

が全然あらわれてないんですよね。今までのこ

とを振り返って検証して、これからどうするん

だということを示すべき、そういうのが施政方

針だと思いますので、もう一度そこら辺のお気

持ちを市民にわかりやすく言っていただければ

と思います。 
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○町田義昭議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 議員ご指摘のとおり、施政方針

の中では、地区長手当については戻させていた

だいたと、大変ご協力いただいてありがとうご

ざいますという部分は残念ながら記載しており

ませんでした。施政方針の中よりも、むしろ市

報あるいは各座談会等々で、もちろん地区長の

皆さんにはいろんな場でお会いするわけでござ

いますので、そのときに御礼を申し上げるべき

なのかなというふうに考えたところでございま

す。 

 なお、市報については、やっぱり私もじくじ

たる思いがあって、非常に悔しい思いをしなが

ら１回でやってきたと、やっと２回にできると

いう、その気持ちが強くて、配慮が欠けていた

部分あるかもしれませんが、やはり施政方針と

いう中で、詳細については今回は述べさせてい

ただかなかった点については、今後反省しなけ

ればならないというふうに思います。 

○町田義昭議長 ３番、我妻 昇議員。 

○３番 我妻 昇議員 もう時間がありませんの

で、最後ですね、米百俵の部分なんですが、校

長会、校長の先生方からはソフト面しか要望が

上がってないと、ＰＴＡからは施設整備のこと

だという話が教育長からあったわけですが、言

えないということも考えられるのではないかと

いうふうに思っています。何でもかんでもこれ

欲しい、あれ欲しいとは、校長先生の口から言

えないと思うんですよね。それをわかってる学

校後援会やＰＴＡの方が、それをどうにかして

あげたいという気持ち、この間も私はその話し

合いに参加させていただきましたけども、して

あげたいという気持ちが強いんです。それには

お金を集めようと、自分たちが積み立ててきた

お金も使おうということで、本当に献身的な思

いをしていらっしゃる方がほとんどなので、そ

こをぜひわかっていただいて、米百俵の精神を

少しでも長井市の教育に生かしていただきたい

なと思います。 

 以上をもちまして質問を終わります。ありが

とうございました。 

○町田義昭議長 ここで申し上げます。 

 毎日新聞記者から傍聴席へのカメラ、録音機

の持ち込みの申請があり、許可いたしましたの

で、ご報告いたします。 

 

 

 小関勝助議員の質問 

 

 

○町田義昭議長 次に、順位２番、議席番号14番、

小関勝助議員。 

  （14番小関勝助議員登壇） 

○１４番 小関勝助議員 おはようございます。 

 私は盟政会を代表して、３月定例会に当たり

通告しております施政方針について質問いたし

ます。 

 内谷市長の平成22年度の施政方針についてよ

り、以下３点について順次質問いたします。実

は最初にお願いなんですが、今、通告書見たん

ですが、１番から３番までそれぞれ市長にも質

問しておりますが、通告書にはくくりがありま

すので、お許しをいただいて、その辺よろしく

お願いしたいと思います。 

 それでは質問いたします。第１点は、市政運

営の基本的な考え方について、市長にお伺いし

ます。 

 厳しい財政の中で、市長は平成18年の12月15

日に市長に就任されております。それからこと

しで４年の任期を満了されるわけですけれども、

この間の内谷市長の市政の総括について簡単に

お伺いしたいと思います。 

 初年度、平成19年度、非常に厳しい財政の中

で、「財政危機脱出元年」と位置づけられ、そ

れまでの長井市の自立計画を再構築し、今後４

年間で行財政改革の健全化を進める年にしたい


